
資料２ 

さいたま市都市交通戦略の継続について  

 

１．さいたま市都市交通戦略について 

１）都市交通戦略の位置づけと目的 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

２）都市交通戦略の成果と必要性 

・事業者間の横断的調整や効率的かつ効果的な施策推進を図るため、施策の効果を総合的

な見地から検討・分析し、「さいたま市都市交通戦略推進委員会」や各事業者間で共有。 

・国土交通大臣の認定を受けることで、「国は、認定した戦略に係る施策・事業に対し、予

算措置その他の総合的支援を講じる」(平成 31年 3 月現在、70地区で認定) 

・本市の都市交通戦略も認定を受け、これまでに社会資本整備総合交付金（都市・地域交

通戦略推進事業）を活用した実績あり。 

・交付金の対象事業は広範にわたっており、引き続き財政面で活用可能性がある。 

 

 

 

２．さいたま市都市交通戦略の継続について 

●平成 29 年 7 月の改定で最新の上位・関連計画等との整合や施策の更新は実施されてい

るため、枠組み等の大きな変更は行わず、現在の都市交通戦略を継続する。 

 

●関連計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

さいたま市都市交通戦略 

対象年度：平成 23 年～令和 2年 （10 年間） 

          ※平成 29年 7 月改定 

対象区域：さいたま市全域 

さいたま市の交通政策の基本的な考え方や方針を示した「さ

いたま市総合都市交通体系マスタープラン基本計画」の短・中

期に取組む実行計画 

 

地域公共交通網形成計画 

さいたま市都市交通戦略 

 

改定(H29.7) 

さいたま市総合都市交通体系マスタープラン基本計画 

 

平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 以降 

さいたま市総合振興計画 

都市計画マスタープラン 

計画期間（R2） 

計画期間（R2） 

計画期間（R7） 

計画期間（R12） 

R12 

策定予定(R3) 

総合振興計画 

さいたま市都市交通戦略 

都市・地域総合交通戦略要綱 

国土交通省／平成２１年３月１６日 

総合都市交通体系マスタープラン(SMART プラン) 

H16.10 月策定 

H29.3 月改定 

H23.3 月策定 

H29.7 月改定 

国土交通大臣認定 

認定を受けた都市交通戦略に位置付けた施策は交付金の対象となる 

H23.5 月認定 

H30.3 月認定 


